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証券コード　1982

平成28年６月８日

株 主 各 位

東京都港区芝浦四丁目２番８号

代表取締役社長 野 村 春 紀

第51回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第51回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区芝浦三丁目４番１号

グランパーク　プラザ棟　３階　会議室
（昨年と同じ建物ですが、階及び会場が異なりますので、お
　間違えのないようお願い申しあげます。末尾の会場ご案内
　図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第51期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第51期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金の処分の件
取締役10名選任の件
監査役２名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.hibiya-eng.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで

１．企業集団の事業の現況
(1)事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府や日本銀行による経済政策を

背景に、企業収益の改善や設備投資の増加、雇用・所得環境の改善が見られる

等、景気は緩やかな回復基調となりました。

建設業界におきましては、企業収益の改善により民間設備投資は底堅く推移

し、資材・労務費の価格も落ち着きを見せるなど、市場環境に改善が見られま

した。

　このような状況のもとで当社グループは、第50期よりスタートした「第５次

中期経営計画」の基本戦略に則り、グループをあげて建物ライフサイクル

（ＬＣ）トータルソリューションの実現により収益性の向上を図り、集約購買

の強化やさらなる施工省力化の取り組み等により競争力のある原価を構築し、

収益基盤の強化に努めてまいりました。

　また、グループ経営一体化を通じた業務の効率化や、人材の育成・高度化

等による経営基盤の強化、ＣＳＲの充実やコンプライアンスの徹底によるリス

ク管理体制の整備、資本効率の向上や株主還元の拡大といった安心・安全な経

営によるステークホルダーへの貢献に取り組んでまいりました。

　その結果、受注高につきましては前連結会計年度比5.2％増の769億３百万円

となりました。

　売上高につきましては、前連結会計年度比11.3％増の794億１百万円となり

ました。

　利益につきましては、営業利益は前連結会計年度比135.7％増の46億76百万

円、経常利益は前連結会計年度比107.4％増の63億44百万円、親会社株主に帰

属する当期純利益は前連結会計年度比76.5％増の46億41百万円となりました。

－ 2 －

事業の経過及び成果、部門別の受注工事高、売上高、繰越工事高
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なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

①   　設備工事事業

売上高は706億82百万円（前連結会計年度比12.0％増）、営業利益は40

億56百万円（前連結会計年度比165.8％増）となりました。

②   　設備機器販売事業

売上高は54億37百万円（前連結会計年度比5.5％増）、営業利益は２億

21百万円（前連結会計年度比5.0％増）となりました。

③   　設備機器製造事業

売上高は32億81百万円（前連結会計年度比7.0％増）、営業利益は３億

89百万円（前連結会計年度比61.3％増）となりました。

(2) セグメント別の受注高、売上高、繰越高
（単位：百万円）

区　　　分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

設 備 工 事 事 業 41,126 68,130 70,682 38,574

設 備 機 器 販 売 事 業 － 5,437 5,437 －

設 備 機 器 製 造 事 業 184 3,335 3,281 238

合　　　　計 41,310 76,903 79,401 38,812

－ 3 －

事業の経過及び成果、部門別の受注工事高、売上高、繰越工事高
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(3) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区　　　　　　　分
第　48　期
(平成24年度)

第　49　期
(平成25年度)

第　50　期
(平成26年度)

第51期(当期)
(平成27年度)

受 注 高 (百万円） 70,051 72,385 73,105 76,903

売 上 高 (百万円） 66,322 69,466 71,329 79,401

経 常 利 益 (百万円） 2,835 2,886 3,059 6,344

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る 当 期 純 利 益

(百万円） 1,806 2,215 2,630 4,641

１株当たり当期純利益 (円） 58.15 72.78 87.62 156.88

総 資 産 (百万円） 79,427 83,531 84,725 91,900

純 資 産 (百万円） 55,166 57,068 58,939 59,947

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,744.66 1,828.81 1,912.49 1,966.69

②　当社の財産及び損益の状況の推移

区　　　　　　　分
第　48　期
(平成24年度)

第　49　期
(平成25年度)

第　50　期
(平成26年度)

第51期(当期)
(平成27年度)

受 注 高 (百万円） 60,630 63,261 64,996 67,594

売 上 高 (百万円） 56,877 60,794 62,572 70,185

経 常 利 益 (百万円） 1,925 2,019 1,923 4,510

当 期 純 利 益 (百万円） 1,164 1,323 1,801 3,167

１株当たり当期純利益 (円） 37.25 43.22 59.65 106.37

総 資 産 (百万円） 54,108 58,591 59,542 64,242

純 資 産 (百万円） 35,187 36,106 36,790 36,659

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,138.38 1,183.90 1,223.31 1,235.12

(4) 設備投資の状況

特記すべき事項はありません。

(5) 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

(6) 主要な借入先（平成28年３月31日現在）

特記すべき事項はありません。

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、設備投資の状況、資金調達の状況、主要な借入先
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(7) 企業集団が対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、政府の経済政策が下支えとなり、企業収益の

改善が期待されるなど、景気は穏やかな回復基調で推移すると見込まれるもの

の、新興国経済の減速等により、先行き不透明な状況にあります。

建設業界におきましては、民間設備投資はおおむね堅調に推移するものの、

公共投資については減少が見込まれ、また、原材料価格や労務費の動向も懸念

されるなど、依然として厳しい競争環境が続くことが予測されます。

このような状況のもと、「第５次中期経営計画」の 終年度にあたる第52期

につきましては、ＮＴＴグループや注力領域全般に亘り施工後のアフターフォ

ロー体制を強化し、グループの施工経験を活かしてＬＣトータルソリューショ

ン営業を推進し、収益性の向上に努めてまいります。

　また、組織的な集約購買の取り組みをさらに加速し、当社グループの技術を

活かした施工省力化と品質向上を行い、競争力のある原価の構築を目指してま

いります。

　あわせて、事故撲滅に向けた安全品質管理の推進や、コンプライアンスの徹

底、ＩＣＴ化促進による業務効率化等、経営基盤の強化を行い、平成28年７月

に迎えるグループ創業50周年を機に更なる成長ステージへの飛躍を目指してま

いります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ格別のご理解とご支援を

賜りますようお願い申し上げます。

－ 5 －

企業集団が対処すべき課題
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(8) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社グループは、当社、連結子会社の日比谷通商株式会社、ニッケイ株式会

社、ＨＩＴエンジニアリング株式会社及び持分法適用関連会社の日本メックス

株式会社で構成され、空調設備、衛生設備、電気設備等の計画、設計、監督並

びに施工を行う設備工事事業と、これら設備工事に係る機器の販売等を行う設

備機器販売事業、並びに設備工事に係る機器の製造等を行う設備機器製造事業

を主な内容として事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、

次のとおりであります。

①　設備工事事業

当社は、総合設備工事業を営んでおり、連結子会社であるＨＩＴエン

ジニアリング株式会社は、生産設備等の設計・施工・保守管理を行って

おります。さらに、持分法適用関連会社である日本メックス株式会社は、

建物全体の保守・維持管理と工事の中で設備工事の施工も行っておりま

す。

②　設備機器販売事業

連結子会社である日比谷通商株式会社が設備機器の販売及びメインテ

ナンスを行っております。

③　設備機器製造事業

連結子会社であるニッケイ株式会社が設備機器の製造及び販売を行っ

ております。

－ 6 －

主要な事業内容
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(9) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事業の種類別セグメントの名称 従　業　員　数 (名)

設 備 工 事 事 業 721

設 備 機 器 販 売 事 業 59

設 備 機 器 製 造 事 業 86

合 計 866

（注）従業員数は就業人員であります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数(名) 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

699 5名減 44.3歳 18.0年

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数は社員及び常勤顧問、常勤嘱託の員数で、非常勤顧問等7名、臨時雇用者2名

は含まれておりません。

(10) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 な 事 業 内 容

日比谷通商株式会社 75百万円 73.67％ 建築設備機器類の販売及びメインテナンス

ニッケイ株式会社 78百万円 48.08％ 建築設備機器類の製造及び販売

HITｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 20百万円 100.00％ 生産設備等の設計・施工・保守管理

(11) 主要な事業所（平成28年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 東京都港区芝浦四丁目２番８号

東 京 本 店 東京都港区芝浦三丁目４番１号

支 店 札幌支店（札幌市） 東北支店（仙台市）

横浜支店（横浜市） 名古屋支店（名古屋市）

北陸支店（金沢市） 大阪支店（大阪市）

四国支店（松山市） 広島支店（広島市）

九州支店（福岡市）

②　子会社の主要な事業所

日 比 谷 通 商 株 式 会 社 本社：東京都港区

ニ ッ ケ イ 株 式 会 社 本社：東京都品川区

HITｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 本社：富山県富山市

－ 7 －

従業員の状況、重要な子会社の状況、主要な事業所
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２．株式の状況（平成28年３月31日現在）

(1) 株式数及び株主数

発行可能株式総数 発行済株式の総数 株　主　数

96,500,000株 31,000,309株 2,679名

(2) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,473,000株 4.98％

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 都 市 開 発 　 株 式 会 社 1,371,000 4.64

日 比 谷 総 合 設 備 取 引 先 持 株 会 1,236,460 4.18

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（退職給付信託口・株式会社百十四銀行口）

900,000 3.05

株 式 会 社 　 三 井 住 友 銀 行 853,996 2.89

一 般 社 団 法 人 　 電 気 通 信 共 済 会 838,648 2.84

住 友 不 動 産 　 株 式 会 社 828,300 2.80

第 一 生 命 保 険 　 株 式 会 社 818,000 2.77

株 式 会 社 　 り そ な 銀 行 601,916 2.04

共 立 建 設 　 株 式 会 社 594,237 2.01

 (注) １．持株比率は、自己株式1,451,309株を控除して計算しております。

      ２．ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーは、平成27年５月21日付

　　　　　で大量保有報告書の変更報告書を提出していますが、平成28年３月31日現在、株式の

名義人その他が確認できないため、上記大株主には含めておりません。

　　　　　なお、同社の大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

　　　　　　大量保有者　ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピー

　　　　　　保有株式数　1,798,400株（発行済株式総数の5.80％）

－ 8 －

株式の状況
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(3) その他株式に関する重要な事項

　定款授権に基づく取締役会決議による自己株式の取得

普通株式 440,200株

取得価額の総額 704百万円

　　取得を必要とした理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため。

－ 9 －

株式の状況
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３．新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の

状況（平成28年３月31日現在）

名 称 第３回新株予約権 第４回新株予約権

発 行 決 議 日 平成21年８月11日 平成22年６月29日

新株予約権の数 59個 180個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 5,900株 普通株式 18,000株

(新株予約権１個につき　100株) (新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円 新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円) （１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成21年10月２日から
平成51年10月１日まで

平成22年７月27日から
平成52年７月26日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 59個 新株予約権の数： 180個

目的となる株式数： 5,900株 目的となる株式数： 18,000株

保有者数： 2人 保有者数： 4人

名 称 第５回新株予約権 第６回新株予約権

発 行 決 議 日 平成23年６月29日 平成24年６月28日

新株予約権の数 221個 226個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 22,100株 普通株式 22,600株

(新株予約権１個につき　100株) (新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円 新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円) （１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成23年８月９日から
平成53年８月８日まで

平成24年７月24日から
平成54年７月23日まで

行 使 の 条 件 （注）３ （注）４

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 221個 新株予約権の数： 226個

目的となる株式数： 22,100株 目的となる株式数： 22,600株

保有者数： 6人 保有者数： 8人

－ 10 －
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名 称 第７回新株予約権 第８回新株予約権

発 行 決 議 日 平成25年６月28日 平成26年６月27日

新株予約権の数 211個 138個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 21,100株 普通株式 13,800株

(新株予約権１個につき　100株) (新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円 新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円) （１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成25年７月23日から
平成55年７月22日まで

平成26年７月23日から
平成56年７月22日まで

行 使 の 条 件 （注）５ （注）６

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 211個 新株予約権の数： 138個

目的となる株式数： 21,100株 目的となる株式数： 13,800株

保有者数： 9人 保有者数： 9人

名 称 第９回新株予約権

発 行 決 議 日 平成27年６月26日

新株予約権の数 177個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 17,700株

(新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成27年７月22日から
平成57年７月21日まで

行 使 の 条 件 （注）７

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 177個

目的となる株式数： 17,700株

保有者数： 9人
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（注）１．新株予約権者は、平成21年10月２日から平成51年10月１日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　２．新株予約権者は、平成22年７月27日から平成52年７月26日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　３．新株予約権者は、平成23年８月９日から平成53年８月８日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　４．新株予約権者は、平成24年７月24日から平成54年７月23日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　５．新株予約権者は、平成25年７月23日から平成55年７月22日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　６．新株予約権者は、平成26年７月23日から平成56年７月22日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　７．新株予約権者は、平成27年７月22日から平成57年７月21日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

　　　等の状況

名 称 第９回新株予約権

発 行 決 議 日 平成27年６月26日

新 株 予 約 権 の 数 128個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 12,800株

(新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成27年７月22日から
平成57年７月21日まで

行 使 の 条 件 （注）

当 社 執 行 役 員 へ の 交 付 状 況
( 取 締 役 を 除 く )

新株予約権の数： 128個

目的となる株式数： 12,800株

交付者数： 12人

（注）新株予約権者は、平成27年７月22日から平成57年７月21日までの期間内において、当社の

　　　取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

　　　株予約権を行使することができるものとする。

(3) その他の新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 13 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 野 村 春 紀 社長執行役員

代表取締役副社長 豊 田 　 茂 副社長執行役員
管理本部
考査室
ＣＳＲ推進室　担当

取 締 役 蒲 池 哲 也 常務執行役員
管理本部長
管理本部企画部長

取 締 役 下 田 敬 介 常務執行役員
西日本事業推進本部長
大阪支店長

取 締 役 野 原 孝 之 常務執行役員
東京本店長
東京本店ＮＴＴ本部長

取 締 役 伊 藤 伸 一 上席執行役員 Ｅ＆Ｓビジネス推進本部長

取 締 役 尾 倉 史 晃 上席執行役員
工事統括部長
東京本店調達戦略本部長

取 締 役 山 内 祐 治 上席執行役員
営業統括部長
東京本店都市設備本部長

取 締 役 實 川 博 史 上席執行役員
技術統括部長
東京本店エンジニアリング本部長

取 締 役 楠 美 憲 章 山一電機株式会社社外取締役

取 締 役 渥 美 博 夫 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業代表弁護士

常 勤 監 査 役 桑 原 亨 二

監 査 役 辰 村 裕 司

監 査 役 伊 藤 　 晶 公認会計士伊藤晶事務所

監 査 役 中 村 昌 光

（注）１．取締役楠美憲章氏、渥美博夫氏は社外取締役であります。

２．監査役桑原亨二氏、同辰村裕司氏、同伊藤　晶氏は社外監査役であります。

３．監査役桑原亨二氏は金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

４．監査役伊藤　晶氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

５．取締役楠美憲章氏、渥美博夫氏及び監査役桑原亨二氏、伊藤　晶氏につきましては、

東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
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(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

福 木 盛 男 平成27年６月26日 任 期 満 了

取締役
専務執行役員東京本店長
東京本店ＮＴＴ本部長
営業統括部、技術統括部担当

野 呂 秀 夫 平成27年６月26日 任 期 満 了
取締役
常務執行役員東京本店調達戦略本部長
工事統括部担当

白 﨑 匡 志 平成27年６月26日 任 期 満 了
取締役
常務執行役員東京本店都市設備本部長

安 田 　 健 平成27年６月26日 任 期 満 了 社外監査役（常勤）

小 塚 埜 武 壽 平成27年６月26日 任 期 満 了

　社外監査役
有限会社事業承継コンサルタント代
表取締役
税理士法人宇野・御苑会計社代表社
員・理事長

山 口 義 信 平成27年６月26日 辞 任 監査役

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

14名
(2名)

246百万円
(7百万円)

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

6名
(4名)

23百万円
(19百万円)

合 計 20名 269百万円

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会において年額

　　　　　220百万円以内（執行役員兼務取締役の執行役員分の給与を含む。）と決議いただい

          ており、その枠に対応した支給額は219百万円（取締役９名に対する当事業年度におけ

る役員賞与支給予定額60百万円を含む。）であります。

　　　２．平成21年６月26日開催の第44回定時株主総会において、上記１．とは別枠で株式報酬

型ストックオプションのための報酬等の限度額として、年額40百万円以内と決議いた

ただいており、その枠に対応した支給額は取締役９名に対し27百万円であります。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会において年額

　　36百万円以内と決議いただいております。

４．当事業年度末現在の人員は、取締役11名、監査役４名でありますが、うち社外監査役

　　１名は無報酬であり、上記人員には含まれておりません。

５．上記には当事業年度中に退任した取締役３名及び監査役３名（うち社外監査役２名）

が含まれております。
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(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況、社外役員等として

の重要な兼任の状況及び当社と当該法人等との関係

区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当 社 と の 関 係

社外取締役 楠 美 憲 章 山一電機株式会社社外取締役
特別の関係はありま
せん。

社外取締役 渥 美 博 夫
渥美坂井法律事務所・外国
法共同事業代表弁護士

特別の関係はありま
せん。

社外監査役 伊 藤 　 晶 公認会計士伊藤晶事務所
特別の関係はありま
せん。

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 楠 美 憲 章
当事業年度中に開催の取締役会13回のう
ち､ 13回に出席しており、当社の経営に対
し、適宜有益な意見を述べております。

社 外 取 締 役 渥 美 博 夫
当事業年度中に開催の取締役会13回のう
ち､ 13回に出席しており、当社の経営に対
し、適宜有益な意見を述べております。

社 外 監 査 役 桑 原 亨 二

監査役就任以降に開催の取締役会10回のう
ち10回、監査役会10回のうち10回に出席し
ており、常勤監査役として適宜質問を行
い、意見を述べております。

社 外 監 査 役 辰 村 裕 司

当事業年度中に開催の取締役会13回のうち
13回、監査役会15回のうち15回に出席して
おり、他企業の経営経験者としての知見か
ら適宜質問を行い、意見を述べておりま
す。

社 外 監 査 役 伊 藤 　 晶

監査役就任以降に開催の取締役会10回のう
ち10回、監査役会10回のうち10回に出席し
ており、公認会計士としての見地から適宜
質問を行い、意見を述べております。

　③　責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める 低限度額と

しております。

－ 16 －
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 48百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

48百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

　　に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

　　ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

　　ております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

　　　　　の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

　　　　　人の報酬等の額について同意いたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。

－ 17 －
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６．業務の適正を確保するための体制
当社の業務の適正を確保するための体制について取締役会で決議した内容は

次のとおりであります。

(1) 当社及び子会社の取締役・使用人等の職務執行が法令・定款に適合するこ

とを確保するための体制

①　コンプライアンス体制にかかる規定を制定し、役員及び従業員が法令・

定款及び当社の行動指針を遵守した行動をとるための行動規範を定める。

また、その徹底を図るため、総務部においてコンプライアンスの取り組み

を横断的に統括することとし、同部を中心に役員及び従業員に教育を行う。

考査室は総務部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査する。これ

らの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。法令

上疑義ある行為について役員及び従業員等が直接情報提供を行う手段とし

て「日比谷ホットライン」を活用する。

②　反社会的勢力からの不当な要求に対しては組織として毅然と対応し、一

切の関係を遮断する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書に記録し、保存する。

取締役及び監査役は常時、これらの文書を閲覧できるものとする。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

当社は、取引先との契約時におけるリスク回避のための「受注審査基準」、

投資案件を審議する「投資等事前審議会」、資金運用を安全に実施するため

の「資金運用基準」、職場のセクハラ・パワハラ防止のための「ヘルプライ

ン」、その他「インサイダー取引規程」等を設けリスク対策を講じている。

今後は、これら施策を充実するとともに、コンプライアンス、環境、災害、

品質及び情報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの担当部署

にて規則等を制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとす

る。当社内の横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部及び考査室が

行うものとする。新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに

対応責任者となる取締役を定める。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

　 ための体制

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。

①　業務執行の合理化と責任の所在を明らかにするため、コーポレートガバ

ナンスの理念に基づく取締役会規程、組織規程、責任規程を定める。

②　執行役員を構成員とする経営会議の設置

③　取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく年度事業計

画の策定と、ＩＴを活用した月次・四半期業績管理の実施
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④　経営会議及び取締役会による月次業績の検討と改善策の実施

　(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

　　　体制

①　各子会社の内部統制を担当する部署を企画部及び財務部とし、他の内部

統制主管部と連携し各子会社における内部統制の実効性を高める施策を実

施すると共に必要な各子会社への指導・支援を実施する。

②　当社取締役、本・支店長及び各子会社の社長は各部門の業務執行の適正

を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

③　当社の考査室は、当社及び各子会社の内部監査を実施し、その結果を企

画部及び財務部の担当取締役及び監査役に報告し、企画部及び財務部は必

要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

(6) 監査役がその補助すべき使用人等を置くことを求めた場合における当該使

用人等に関する体制並びにその使用人等の取締役からの独立性に関する事

項

  ①　監査役の下に監査役室を置き、監査役の職務を補助すべき従業員を配置

する。

　②　監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令に関して、

　　　取締役の指揮命令を受けないものとする。

(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他

の監査役への報告に関する体制

①　取締役、執行役員及び従業員は、監査役に対して、会社経営及び事業運

営上の重要事項並びに業務執行の状況及び結果について報告するものとす

る。重要事項にはコンプライアンスに関する事項、リスクに関する事項、

その他内部統制に関する事項及び「日比谷ホットライン」による通報の状

況を含むこととする。

②　取締役は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れのある

事実を発見した場合は速やかに監査役会に報告することとする。

③　監査役へ報告したことを理由として報告者に対し、不利益となる取扱い

を行わない。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

②　取締役は、監査役の職務遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合に､ 

弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備する。

③　監査役は、職務の執行に必要な費用について請求することができ、当社

は当該請求に基づき支払いを行う。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

です。

(1) コンプライアンス及びリスク管理体制

　　  当社グループは内部統制基本方針に基づく事業年度毎のコンプライアンス

　　活動やコンプライアンス活動に係る研修の実施・計画等について、定期的に

　　取締役会及び経営会議に報告しております。

　    リスク管理については、各規程の整備で対応するとともに、管理本部を設

    置し、横断的なリスク管理体制を整備しており、また、日比谷ホットライン

    などのグループ全体の内部通報制度の充実等により未然の防止についても対

    応しております。

(2) 業務執行の適正性や効率性の向上

当社は、「取締役会規程」に基づく取締役会による決議の他、業務執行上

の重要事項の審議、事業戦略の策定、事業運営制度の検討などを行うため、

経営会議を開催するとともに、「組織規程」、「責任規程」に基づき、迅速

で適切な意思決定に努めております。

(3) 当社グループにおける業務の適正の確保

　当社は、「グループ会社管理規程」、「グループ会社協定書」、「グルー

プ会社経営会議」等に基づき、グループ会社の事業運営に係る重要事項が当

社に適切に報告され、所定の手続きに従って審議される体制を維持しており

ます。

(4) 監査役の監査が実効的に行われることの確保等

　　常勤監査役は、取締役会のほか経営会議等の社内の重要会議に出席すると

　ともに、取締役等から直接業務執行の状況について聴取を行い、経営監視機

能の強化及び向上を図っております。
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８．会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関す

る基本方針については、特に定めておりません。

（注）　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部) （負 債 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

匿 名 組 合 出 資 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

55,338

5,945

43,429

2,005

888

1,082

2,034

△46

36,561

494

260

152

4

75

104

35,962

31,589

33

100

88

1,539

1,734

909

△32

流 動 負 債 31,030

支払手形・工事未払金等 23,239

リ ー ス 債 務 2

未 払 法 人 税 等 2,433

未 成 工 事 受 入 金 220

賞 与 引 当 金 2,420

完成工事補償引当金 66

工 事 損 失 引 当 金 98

そ の 他 2,550

固 定 負 債 922

リ ー ス 債 務 3

繰 延 税 金 負 債 494

退職給付に係る負債 388

そ の 他 36

負 債 合 計 31,953

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 55,200

資 本 金 5,753

資 本 剰 余 金 5,931

利 益 剰 余 金 45,425

自 己 株 式 △1,909

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額

2,537

その他有価証券評価差額金 3,094

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

退職給付に係る調整累計額 △557

新 株 予 約 権 162

非支配株主持分 2,045

純 資 産 合 計 59,947

資 産 合 計 91,900 負 債 純 資 産 合 計 91,900
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成27年４月１日)至　平成28年３月31日
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 79,401

売 上 原 価 67,107

売 上 総 利 益 12,294

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,618

営 業 利 益 4,676

営 業 外 収 益

受 取 利 息 79

受 取 配 当 金 167

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,206

そ の 他 235 1,689

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

そ の 他 19 20

経 常 利 益 6,344

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,257 1,257

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3

保 険 解 約 損 762 766

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,835

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,443

法 人 税 等 調 整 額 △435 2,007

当 期 純 利 益 4,827

非支配株主に帰属する当期純利益 186

親会社株主に帰属する当期純利益 4,641
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 5,753 5,931 41,872 △1,241 52,316

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,074 △1,074

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,641 4,641

自 己 株 式 の 取 得 △705 △705

自 己 株 式 の 処 分 △13 37 23

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － － 3,553 △668 2,884

当連結会計年度末残高 5,753 5,931 45,425 △1,909 55,200

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

退職給付に係る
調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 4,692 － △72 4,619 138 1,864 58,939

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,074

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,641

自 己 株 式 の 取 得 △705

自 己 株 式 の 処 分 23

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

△1,597 0 △484 △2,082 23 180 △1,877

当連結会計年度変動額合計 △1,597 0 △484 △2,082 23 180 1,007

当連結会計年度末残高 3,094 0 △557 2,537 162 2,045 59,947
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連結注記表

継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社（３社）を連結しております。

連結子会社名　　　　　　　日比谷通商株式会社

ニッケイ株式会社

ＨＩＴエンジニアリング株式会社

２．持分法の適用に関する事項

　関連会社（１社）に関する投資について、持分法を適用しております。

持分法適用の関連会社名　　日本メックス株式会社

持分法非適用の関連会社名　岐阜大学総合研究棟ＳＰＣ株式会社

三条ユニバーシティーハウス株式会社

イー・エス遠州の森株式会社

　上記の持分法非適用の関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）によっております。

時価のないもの…………………総平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

未成工事支出金等………………未成工事支出金の評価は個別法による原価法によって

おります。また、連結子会社の製品、仕掛品について

は個別法もしくは総平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切り下げの方法）によっており、原材料

については 終仕入原価法（収益性の低下による簿価

切り下げの方法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

……………………定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。
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②　無形固定資産（リース資産を除く）

……………………定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため､ 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員賞与の支給に備えて、支給見込額基準相当額を

計上しております。

③　完成工事補償引当金………………完成工事に対する瑕疵担保補償の費用に備えるため､ 

過去の実績を基礎に将来の見込を加味して計上してお

ります。

④　工事損失引当金……………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計

年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

……………………退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

……………………過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生し

た連結会計年度から費用処理しております。

－ 26 －
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③　小規模企業等における簡便法の採用

……………………一部の子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお

ります。

(5) 収益及び費用の計上方法

売上高及び売上原価の計上基準………売上高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

(6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理……………………税抜方式によっております。

－ 27 －
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会計方針の変更に関する注記

企業結合に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成25年９月13日。以下「企業結合会

計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成25年９月

13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

７号  平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用

し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計

上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更してお

ります。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の

確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する当連結会計年度の連結計算書類に反

映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－

５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結連

結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

連結貸借対照表に関する注記

１．未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 205百万円

商品及び製品 352百万円

仕掛品 10百万円

原材料 319百万円

計 888百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,053百万円

３．関連会社に対するもの

投資有価証券（株式） 18,088百万円

連結損益計算書に関する注記

売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 98百万円

－ 28 －
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株  式  数  ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 31,000,309 － － 31,000,309

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株  式  数  ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 1,229,704 440,615 28,319 1,642,000

（注）１　増加は、自己株式の取得による増加440,200株、単元未満株式の買取による増加415株

であります。

２　減少は、ストック・オプションの行使による減少28,200株、単元未満株式の買増請求

による売渡しによる減少119株であります。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 479 16.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月６日
取 締 役 会

普通株式 595 20.00 平成27年９月30日 平成27年12月９日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

平成28年６月29日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 590 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

４．新株予約権等に関する事項

区 分 内 訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年 度 期 首

当連結会計
年 度 増 加

当連結会計
年 度 減 少

当連結会計
年 度 末

提出会社

ストック・
オプション
と し て の
新株予約権

－ － － － － 162

－ 29 －
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、手元流動性より運転資金及び新たな事業投資、政策投資資金を控除し

た余裕資金の範囲内で資金運用を行っております。

　デリバティブ取引は積極的に投機目的で行うものではなく、十分なシミュレーションを行

ったうえリスク管理が可能な範囲においての金融資産の効率運用に限り利用する場合があり

ます。

　(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に関するリスク

　当社グループの保有する営業債権（受取手形・完成工事未収入金等）は、債務者の財務状

態が悪化することによって債権の回収ができない状態になる信用リスクにさらされておりま

す。また、外貨建営業債権及び外貨建営業債務は、為替の変動リスクに晒されておりますが、

原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　当社グループでは、主として事業上の政策投資を目的とした、有価証券、投資有価証券及

びその他投資等を保有しております。これらの有価証券等は信用リスクに加え、金利・為替・

市場価格等の変化により損失を被る市場リスクにさらされております。

　デリバティブ取引は、主に外貨建営業債権及び外貨建営業債務に係る為替の変動リスクに

対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

　当社は、営業債権については営業管理規程に従い、取引の開始に当たっては取引先の信用

情報を入手分析すること、信用状況に応じて受注審査協議の決裁を得ること等により受注段

階における信用リスクの管理を行うとともに、取引先の状況を定期的にモニタリングし、財

政状態等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について

も、当社の営業管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　有価証券及び投資有価証券等のうち、債券については格付けの高い債券のみを保有対象と

しているため、信用リスクは僅少であります。

②市場リスクの管理

　有価証券及び投資有価証券等は、安全性を基本とした資金運用基準に従い、財務部で格付

け及び利回り、リスク内容等を検討したうえ、決裁権限者による承認を得るとともに、月次

にて取引実績、時価情報等を報告しております。また、四半期毎に運用実績及びリスクの状

況等を経営会議に報告するものとしております。

　なお、期限の定めのある債券以外のものについては、取引先との関係を勘案して、保有状

況を継続的に見直しております。

－ 30 －
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりま

せん（(注)２.を参照ください。）。

連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 5,945 5,945 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 43,429 43,429 －

(3)有価証券及び投資有価証券 14,040 14,040 －

資産計 63,416 63,416 －

支払手形・工事未払金等 23,239 23,239 －

負債計 23,239 23,239 －

（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価は、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関等から提示された価格によっております。

負　債

支払手形・工事未払金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

－ 31 －
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２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式（＊１） 19,553

匿名組合出資金（＊２） 2,020

(＊１)非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(＊２)匿名組合出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、時価開示の対象には含めておりません。

３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定

１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

 現金及び預金 5,945 － － －

 受取手形・完成工事未収入金等 43,429 － － －

 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期

があるもの

(1)社債 － 400 － 500

(2)その他 2,000 2,000 1,000 －

 匿名組合出資金 286 1,233 500 －

合計 51,662 3,633 1,500 500

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,966円69銭

１株当たり当期純利益 156円88銭

その他の注記

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 32 －
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

前 払 年 金 費 用

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

匿 名 組 合 出 資 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

46,585

2,600

1,210

37,720

2,005

152

972

1,296

630

△4

17,657

418

227

0

33

152

4

79

62

17

17,158

12,343

421

31

15

413

669

1,516

1,734

38

△26

（負 債 の 部）

流 動 負 債 27,244

支 払 手 形 605

工 事 未 払 金 19,553

リ ー ス 債 務 2

未 払 法 人 税 等 2,181

未 成 工 事 受 入 金 211

賞 与 引 当 金 2,205

完成工事補償引当金 66

工 事 損 失 引 当 金 98

そ の 他 2,320

固 定 負 債 338

リ ー ス 債 務 3

繰 延 税 金 負 債 311

そ の 他 23

負 債 合 計 27,583

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 33,978

資 本 金 5,753

資 本 剰 余 金 5,931

資 本 準 備 金 5,931

利 益 剰 余 金 24,190

利 益 準 備 金 1,270

そ の 他 利 益 剰 余 金

土 地 圧 縮 積 立 金 1

配 当 準 備 積 立 金 320

別 途 積 立 金 18,370

繰 越 利 益 剰 余 金 4,228

自 己 株 式 △1,896

評価・換算差額等 2,517

その他有価証券評価差額金 2,517

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

新 株 予 約 権 162

純 資 産 合 計 36,659

資 産 合 計 64,242 負 債 純 資 産 合 計 64,242

－ 33 －
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損　益　計　算　書

(自　平成27年４月１日)至　平成28年３月31日
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 70,185

売 上 原 価 60,144

売 上 総 利 益 10,040

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,989

営 業 利 益 4,051

営 業 外 収 益

受 取 利 息 78

受 取 配 当 金 170

そ の 他 240 488

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

そ の 他 28 29

経 常 利 益 4,510

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,160 1,160

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3

保 険 解 約 損 762 766

税 引 前 当 期 純 利 益 4,904

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,154

法 人 税 等 調 整 額 △417 1,736

当 期 純 利 益 3,167

－ 34 －
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株主資本等変動計算書

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計土地圧縮

積 立 金
配当準備
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,753 5,931 5,931 1,270 1 320 18,370 2,149 22,111

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △1,074 △1,074

当 期 純 利 益 3,167 3,167

自己株式の取得

自己株式の処分 △13 △13

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 － － － － － － － 2,078 2,078

当 期 末 残 高 5,753 5,931 5,931 1,270 1 320 18,370 4,228 24,190

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,228 32,567 4,083 － 4,083 138 36,790

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △1,074 △1,074

当 期 純 利 益 3,167 3,167

自己株式の取得 △705 △705 △705

自己株式の処分 37 23 23

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

△1,566 0 △1,566 23 △1,542

当期変動額合計 △668 1,410 △1,566 0 △1,566 23 △131

当 期 末 残 高 △1,896 33,978 2,517 0 2,517 162 36,659

－ 35 －
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個別注記表

継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式……総平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）によっております。

時価のないもの…………………総平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金………………………個別法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

………………………定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

………………………定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため､ 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金……………………………従業員賞与の支給に備えて、支給見込額基準相当額を

計上しております。

(3) 完成工事補償引当金…………………完成工事に対する瑕疵担保補償の費用に備えるため､ 

過去の実績を基礎に将来の見込を加味して計上してお

ります。

(4) 工事損失引当金………………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる工事について、

損失見込額を計上しております。

－ 36 －
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(5) 退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を退職給付引当

金又は前払年金費用として計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

……………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

……………………過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業

年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準…………売上高の計上は、当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理……………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。

(2) 消費税等の会計処理…………………税抜方式によっております。

－ 37 －
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,545百万円

２．関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 151百万円

短期金銭債務 3,073百万円

長期金銭債権 31百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 306百万円

仕入高 6,746百万円

その他の営業取引高 94百万円

営業取引以外の取引高 40百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
株  式  数  ( 株 )

当 事 業 年 度 増 加
株  式  数  ( 株 )

当 事 業 年 度 減 少
株  式  数  ( 株 )

当 事 業 年 度 末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 1,039,013 440,615 28,319 1,451,309

（注）１　増加は、自己株式の取得による増加440,200株、単元未満株式の買取による増加415株

であります。

２　減少は、ストック・オプションの行使による減少28,200株、単元未満株式の買増請求

による売渡しによる減少119株であります。

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円

有価証券評価損 199

未払事業税等 143

賞与引当金 680

工事損失引当金 30

退職給付引当金 497

その他有価証券評価差額金 26

その他 356

繰延税金資産小計 1,934

評価性引当額 △365

繰延税金資産合計 1,568

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △904

その他 △2

繰延税金負債合計 △907

繰延税金資産の純額 661

－ 38 －
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

％

法定実効税率 33.1

（調整）

永久に損金に算入されない項目 0.8

永久に益金に算入されない項目 △0.4

住民税均等割 0.9

評価性引当額 0.1

所得拡大促進税制税額控除 △0.9

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.1

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.4

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を

改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する連結事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

33.1％から平成28年４月１日に開始する連結事業年度及び平成29年４月１日に開始する連

結事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始する

連結事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が53百

万円減少し、その他有価証券評価差額金が49百万円、法人税等調整額（借方）が102百万円、

それぞれ増加しております。

関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
日 比 谷 通 商
株 式 会 社

(資本金)
75

設備機器
販売事業

直接73.7
設備機器
の仕入

設備機器
の仕入等

4,728 工事未払金 2,120

（注）１　基本契約に基づき、価格条件は価格交渉の上決定し、決済条件は一般取引先と同様と

しております。

２　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,235円12銭

１株当たり当期純利益 106円37銭

その他の注記

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 39 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月11日

日比谷総合設備株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 縄 田 直 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 﨑 仁 志 

  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日比谷総合設備株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計

算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。

－ 40 －
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  監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、日比谷総合設備株式会社及び連結子

会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以  上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月11日

日比谷総合設備株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 縄 田 直 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 﨑 仁 志 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日比谷総合設

備株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第51期事業年度

の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 42 －
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

  当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 43 －
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第51期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
　　実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査
　　人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
　　求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
　　針、職務の分担等に従い、取締役、考査室その他の使用人等と意思疎
　　通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
　　の方法で監査を実施しました。
　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
　　務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
　　決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
　　状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
　　及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
　　から事業の報告を受けました。
　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
　　することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
　　る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
　　行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会
　　決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
　　テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
　　ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
　　たしました。
　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
　　かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
　　について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
　　査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
　　（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
　　理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
　　る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

　連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
　検討いたしました。

－ 44 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

　正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

　する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

　す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

  締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

　ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

　ると認めます。

平成28年５月12日

日比谷総合設備株式会社　監査役会

常勤監査役(社外監査役) 桑 原 　 亨 二 

監査役(社外監査役) 辰 村 裕 司 

監査役(社外監査役) 伊 藤 　 晶 

監査役 中 村 昌 光 

以　上

－ 45 －

監査役会の監査報告書



2016/05/30 19:58:08 / 15174468_日比谷総合設備株式会社_招集通知

株主総会参考書類

 議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の 重要課題として位置付

け、長期的な視点に立ち連結業績を考慮しながら、安定的かつ継続的に配

当を行うことを基本方針としております。

この方針のもと、期末配当につきましては、以下のとおりといたしたい

と存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は590,980,000円となります。

　また、当社は中間配当金として１株につき20円をお支払いして

　おりますので、当期の年間配当金は１株につき40円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成28年６月30日といたしたいと存じます。

－ 46 －

剰余金の処分議案
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第２号議案　取締役10名選任の件

取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

１

※
にし

西
むら

村
よし

善
はる

治

(昭和29年３月27日生)

昭和51年４月　日本電信電話公社入社

平成11年７月　日本電信電話㈱第一部門担当部長

平成12年７月　東日本電信電話㈱総務部不動産

企画室長

平成16年７月　エヌ・ティ・ティ都市開発㈱開

発推進部部長

平成17年６月　同社取締役経営企画部長

平成20年６月　同社取締役開発推進部長

平成22年６月　同社常務取締役開発推進部長

平成24年６月　同社常務取締役ビル事業本部長

平成25年６月　同社代表取締役副社長

　　　　　　　現在に至る

　　　　　　　（平成28年６月21日退任予定）

5,000株

２

とよ

豊
だ

田
 

　
しげる

茂

(昭和30年９月27日生)

昭和53年４月　日本電信電話公社入社

平成６年７月　日本電信電話㈱東海支社経営企

画部長

平成11年７月　同社第四部門担当部長

平成16年７月　東日本電信電話㈱財務部長

平成19年６月　同社取締役神奈川支店長

平成22年６月　当社代表取締役副社長　副社長

執行役員

　　　　　　　現在に至る

16,949株

－ 47 －

取締役選任議案
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

３

かま

蒲
ち

池
てつ

哲
や

也

(昭和30年11月21日生)

昭和53年４月　当社入社

平成13年６月　当社統括本部経理部長

平成14年12月　当社財務部長

平成18年６月　当社執行役員財務部長

平成20年６月　当社執行役員財務部長兼業務ソ

リューション部長

平成21年６月　当社執行役員企画部長兼業務ソ

リューション部長

平成22年６月　当社取締役執行役員企画部長兼

業務ソリューション部長

平成23年６月　当社取締役執行役員企画部長

平成25年６月　当社取締役常務執行役員企画部長

平成27年６月　当社取締役常務執行役員管理本

部長兼管理本部企画部長

　　　　　　　現在に至る

13,807株

４

しも

下
だ

田
けい

敬
すけ

介

(昭和29年11月27日生)

昭和54年４月　当社入社

平成17年４月　当社大阪支店工事統括部第１工

事部長

平成21年11月　当社大阪支店工事部門長

平成22年６月　当社東京本店ＮＴＴ本部工事部

門長

平成23年６月　当社執行役員東京本店ＮＴＴ本

　　　　　　　部副本部長兼工事部門長

平成24年６月　当社取締役執行役員大阪支店長

兼西日本事業推進本部長

平成26年６月　当社取締役上席執行役員大阪支

店長兼西日本事業推進本部長

平成27年６月　当社取締役常務執行役員西日本

事業推進本部長兼大阪支店長

　　　　　　　現在に至る

8,196株

－ 48 －

取締役選任議案
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

５

じつ

實
かわ

川
ひろ

博
し

史

(昭和32年４月27日生)

昭和57年４月　日本電信電話公社入社

平成23年９月　㈱エヌ・ティ・ティ　ファシリ

              ティーズ営業本部副本部長

平成25年４月　当社入社、東京本店ＮＴＴ本部

　　　　　　　副本部長

平成25年６月　当社執行役員東京本店エンジニ

アリング本部長兼ＮＴＴ本部副

本部長

平成26年６月　当社上席執行役員技術統括部長

兼東京本店エンジニアリング本

部長

平成27年６月　当社取締役上席執行役員技術統

括部長兼東京本店エンジニアリ

ング本部長

　　　　　　　 現在に至る

5,321株

６

お

尾
ぐら

倉
ふみ

史
あき

晃

(昭和30年２月18日生)

昭和59年９月　当社入社

平成19年６月　当社東京本店都市設備本部工事

部門第３都市設備工事部長

平成22年６月　当社執行役員東京本店都市設備

本部工事部門長

平成25年６月　当社執行役員工事統括部長

平成26年６月　当社上席執行役員工事統括部長

平成27年６月　当社取締役上席執行役員工事統

括部長兼東京本店調達戦略本部長

　　　　　　　現在に至る

4,645株

－ 49 －

取締役選任議案
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

７

やま

山
うち

内
ゆう

祐
じ

治

(昭和32年５月28日生)

昭和54年４月　当社入社

平成17年７月　当社東京本店ＮＴＴ本部営業部

門第２営業部長

平成23年７月　当社営業統括部長

平成24年６月　当社執行役員営業統括部長

 平成26年６月　当社上席執行役員営業統括部長

平成27年６月　当社取締役上席執行役員営業統括

部長兼東京本店都市設備本部長

               現在に至る

5,797株

８

の

野
むら

村
はる

春
き

紀

(昭和25年１月６日生)

昭和48年４月　日本電信電話公社入社

平成４年７月　日本電信電話㈱電力・建築・ビ

ル管理本部首都圏センタ営業部長

平成12年７月　㈱エヌ・ティ・ティ　ファシリ

ティーズ都市・建築設計本部副

本部長

平成14年６月　同社取締役営業本部副本部長兼

建築事業本部副本部長

平成17年６月　同社常務取締役建築事業本部長

平成21年６月　当社取締役専務執行役員

平成22年６月　当社代表取締役社長　社長執行

役員

　　　　　　　現在に至る

28,935株

－ 50 －

取締役選任議案
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

９
くす

楠
み

美
けん

憲
しょう

章

(昭和15年２月１日生)

昭和38年４月　日産自動車㈱入社

平成３年６月　同社取締役

平成７年６月　同社常務取締役

平成10年６月　同社代表取締役副社長

平成12年７月　日産不動産㈱代表取締役社長

平成14年６月　日産車体㈱監査役

平成14年６月　カルソニックカンセイ㈱監査役

平成17年７月　中小企業・地域シェアドサービ

ス㈱代表取締役社長

平成21年６月　当社社外取締役

              現在に至る

平成27年６月　山一電機㈱社外取締役

　　　　　　　現在に至る

（重要な兼職の状況）

山一電機㈱社外取締役

0株

10

あつ

渥
み

美
ひろ

博
お

夫

(昭和23年４月18日生)

昭和52年４月　弁護士登録、田中・高橋事務所

入所

昭和57年１月　ニューヨーク州弁護士資格取得

平成２年２月　ブレークモア法律事務所入所

平成６年８月　渥美・白井法律事務所（現渥美

坂井法律事務所・外国法共同事

業）設立

　　　　　　　現在に至る

平成24年６月　当社社外取締役

　　　　　　　現在に至る

（重要な兼職の状況）

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業代表弁護士

0株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．※印は新任候補者であります。

　　　３．楠美憲章、渥美博夫の両氏は、社外取締役候補者であります。

　　　４．社外取締役候補者の選任理由

社外取締役候補者楠美憲章氏につきましては、経営者としての豊富な経験と幅広い見

識を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするも

のであります。

社外取締役候補者渥美博夫氏につきましては、法律に精通した弁護士としての専門的

な知識・経験等を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任を

お願いするものであります。なお、同氏は会社の経営に関与したことがありませんが

（ただし、日本で有数の法律事務所である渥美坂井法律事務所・外国法共同事業の主

要経営者として、同事務所の経営に長年関与しております。）、上記の理由により、

社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

－ 51 －

取締役選任議案
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５．社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数

社外取締役候補者楠美憲章氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の

時をもって７年であります。

社外取締役候補者渥美博夫氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の

時をもって４年であります。

　　　６．当社は、社外取締役候補者楠美憲章及び渥美博夫の両氏との間で会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており、両氏が

再任された場合は、当該契約を継続する予定であります。

　　　７．社外取締役候補者楠美憲章及び渥美博夫の両氏につきましては、東京証券取引所に対

し独立役員として届け出ております。両氏が再任された場合は、当社は引き続き両氏

を独立役員として届け出る予定であります。

　　　８．所有する当社株式の数には、役員持株会名義で所有する持分株式数を含んでおります。

－ 52 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査役２名選任の件

本総会終結の時をもって監査役辰村裕司、中村昌光の両氏は任期満了とな

りますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

１

たつ

辰
むら

村
ゆう

裕
じ

司

(昭和23年３月19日生)

昭和45年５月　日本電信電話公社入社

平成８年７月　日本電信電話㈱関西支社副支社長

平成11年７月  西日本電信電話㈱取締役人事部長

平成14年６月　同社常務取締役大阪支店長

 平成16年１月　㈱エヌ・ティ・ティ　ファシリ

　　　　　　　 ティーズ取締役副社長

平成16年６月　同社代表取締役副社長

平成20年６月　共立建設㈱代表取締役社長

平成24年６月　当社社外監査役

　　　　　　　現在に至る

0株

２

なか

中
むら

村
まさ

昌
みつ

光

(昭和28年１月１日生)

昭和46年４月　日本電信電話公社入社

平成17年10月　㈱ＮＴＴ東日本－神奈川 営業

部担当部長

平成23年７月　当社入社、総務部長兼ＣＳＲ推

進室長

平成24年６月　当社執行役員総務部長兼ＣＳＲ

推進室長

平成27年６月　当社監査役

　　　　　　　現在に至る

6,900株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．辰村裕司氏は、社外監査役候補者であります。

　　　３．社外監査役候補者の選任理由

社外監査役候補者辰村裕司氏につきましては、㈱エヌ・ティ・ティ　ファシリティー

ズ代表取締役副社長、共立建設㈱代表取締役社長を歴任し、経営者としての豊富な経

験と経営に関する高い見識があり、その経験と見識を当社の監査体制に活かしていた

だくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

４．社外監査役候補者が社外監査役に就任してからの年数

　　社外監査役候補者辰村裕司氏の当社社外監査役の在任期間は、本定時株主総会終結の

時をもって４年であります。

５．当社は、社外監査役候補者辰村裕司氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており、同氏が再任された場合

は、当該契約を継続する予定であります。

以　上
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（メ　　モ）
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至
大
門
駅

至
浜
松
町
駅

東京工業大学
附属科学技術高等学校

港芝浦郵便局

新芝橋
入口

至
品
川
駅

至
泉
岳
寺
駅

札の辻交差点

三田警察署

本社

森永ビル田町センタービル

国道15号
線 田町駅

三田駅

株主総会会場ご案内図

都営浅草線

モ
ノ
レ
ー
ル

グランパーク
プラザ棟３階会議室

場 所 東京都港区芝浦三丁目４番１号

グランパーク　プラザ棟　３階　会議室

03（5441）2100

交 通 （ＪＲ）

田町駅芝浦口から徒歩５分

（地下鉄）

都営浅草線・三田線三田駅Ａ４出口から徒歩７分

地図




